
 

 

 
 

２０２３年４月２４日 
 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式会社 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 

 
～産学連携の研究プロジェクトで「将来洪水ハザードマップ」を開発～ 

「LaRC
ラ ル ク

洪水リスク分析サービス」の提供開始について 
 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式会社（取締役社長 グループＣＥＯ： 

原 典之）、ならびにＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社（取締役社長：一本木 真史）は、東京大学、 

芝浦工業大学と共同で立ち上げた「LaRC-Flood®プロジェクト※１」において、「将来洪水ハザードマップ」 

を開発しました。 

本ハザードマップは、将来の洪水リスク変化に整合した、高精度・高信頼度・高解像度のマップです。

企業に気候変動リスクへの対応が求められる中、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研のＷｅｂサイトにて、

このハザードマップの一部を無償で一般公開し、社会ニーズに応えます。 

またＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は、仕様を高度化したハザードマップを活用し、新たなコンサル

ティングサービスの提供を開始します。世界全域で定量的な影響評価を可能にし、気候変動が顕在化 

した場合の物理的リスクの把握を支援します。 
 

※１：Large-scale Risk assessment of Climate change for Flood の略。ラルクフラッドプロジェクト。東京大学  

   生産技術研究所 山崎研究室、芝浦工業大学 工学部土木工学科 平林研究室、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グルー 

プ ホールディングス株式会社、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社の四者で「気候変動による洪水リスクの 

大規模評価」を行うことを目的に、立ち上げたプロジェクトです。 

 

１．背景 

温暖化の影響により洪水の頻度と規模は激甚化が想定されています。先進国中心に洪水ハザードマッ 

プが作成・活用されていますが、過去に例を見ない災害に備えるには、将来の気候変動の影響を加味 

したハザードマップが必要でした。 

一方、将来洪水ハザードマップの開発には、気候モデルによる予測情報が必要となりますが、気候 

モデルによる降雨や流出量等の予測値にはバイアス※２が存在し、正確な浸水深把握には、このバイア 

スを適切に補正することが不可欠です。 

こうした課題を解決し、将来洪水ハザードマップを正確に構築する方法を確立すべく、本プロジェク 

トで研究・開発することとしました。 
 

※２：気候モデルには、観測データとの誤差が存在しており、正確な推定に対する障害となる。 

 

２．将来洪水ハザードマップの開発 

２０１８年から５年間にわたる「LaRC-Flood®プロジェクト」の研究・検証を経て、気候予測データに 

含まれる観測データとの誤差を補正する手法※３を東京大学・芝浦工業大学と新たに開発しました。 

その結果、将来洪水リスクの変化傾向と整合した、高精度・高信頼度・高解像度を兼ね備えた将来 

洪水ハザードマップの構築に成功し、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研のＷｅｂサイトにて、その一部 

を無償一般公開します。（https://www.irric.co.jp/LaRC-Flood） 
 

 

＜無償一般公開ハザードマップ（タイのチャオプラヤ川周辺）＞ 

https://www.irric.co.jp/LaRC-Flood


＜一般公開版の仕様＞ 

分析対象 河川洪水 

仕様 

① 空間解像度   ：約５００ｍ 

② 再現確率    ：１００年 

③ 対象年代    ：現在／２０８０年 

④ 気候変動シナリオ：ssp585※4 

対象地域 日本周辺地域、東南アジア 

費用 無償 
※３：本手法は、国際査読誌に受理済みであり科学的に妥当であると保証された構築手法です。 

詳細は https://hess.copernicus.org/articles/27/1627/2023/を参照。 

※４：ssp585：現時点を超える政策的な緩和策を取らないシナリオ（4℃上昇シナリオ） 

 

３．将来洪水リスク分析サービスの概要 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は、より詳細な情報が必要なお客さま向けに、「LaRC-Flood®プロジェ

クト」で開発した将来洪水ハザードマップを活用し、企業向けのコンサルティングサービスの提供を 

２０２３年４月から開始します。本サービスでは、現在気候、気候２℃未満、４℃上昇の各シナリオ 

における世界全域で将来の洪水浸水深の変化や洪水による被害額等を算出、気候変動が顕在化した 

場合の物理的リスクの把握を支援します。さらに分析した拠点付近の浸水深分布情報を提供するため、

拠点周辺のリスク把握や面的な分析も可能となります。 

本サービスで使用している将来ハザードマップは、２０２３年３月に国土交通省が公表した「TCFD 

提言における物理的リスク評価の手引き～気候変動を踏まえた洪水による浸水リスク評価～」ガイド

ライン※５で、東京大学 山崎大准教授が開発した CaMa-Flood※６を用いたグローバル将来洪水ハザード 

マップとして紹介されました。CaMa-Floodの開発者である東京大学の山崎大准教授が浸水深空間分布 

の高度化に携わった唯一の共同研究プロダクトです。 
 

※５：https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tcfd/index.html 
※６：CaMa-Flood：Catchment-based Macro-scale Floodplain model の略。地球全域を対象としたグローバル河川 

水動態モデル。地球全域の河川の流量や浸水深などが計算できる。 

 

開始時期 ２０２３年４月２４日 

分析対象 河川洪水 

仕様 

① 空間解像度   ：約９０ｍ 

② 再現確率    ：１００年～１０００年 

③ 対象年代    ：現在／２０３０年／２０５０年／２０８０年 

④ 気候変動シナリオ：ssp126※７／ssp585 

対象地域 全世界 

費用 有償（プランに応じて１拠点４５万円～） 

必要データ 位置情報（住所・緯度経度等）、資産価額（建物・内容物別） 

成果物 拠点別の現在・将来における気候の財務影響、および、浸水深分布 
※７：ssp126：気温上昇を工業以前と比べて 2度未満に抑えることを目指すシナリオ 

 

 
 

＜高精度・高信頼度・高解像度を兼ね備えたグローバル将来洪水ハザードマップ（東南アジア地域）＞ 

 

以 上 

https://hess.copernicus.org/articles/27/1627/2023/
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tcfd/index.html


 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式会社について 

ＭＳ＆ＡＤホールディングスは、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損害保険の損害保険会社２社を中核として、国

内外で損害保険事業、生命保険事業などを営む、保険・金融グループの持株会社です。 

「グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を

支える」ことを経営理念として、「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」を目指しています。ま

た、リスクソリューションのプラットフォーマーとして、すべてのステークホルダーの皆さまと、社会課題を解決する

ことで、社会と共に成長し、企業価値の向上を図っています。https://www.ms-ad-hd.com 

https://www.ms-ad-hd.com/

